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ポイント 

◆ 2008 年 4 月の診療報酬改定率は▲0.82％（医科本体＋0.42％）であり、

診療所から病院へ約 400 億円の財源支援も行われた。改定が病院・診療所

の収入等に与える影響を粗く試算し、現状と比較・検討した。 

◆ 医療費の自然増等は 3％程度あると言われており、その場合、収入の前年

同期比は病院で＋2.6％、診療所で＋1.3％になると試算される。しかし、

実際には、保険診療収入の伸びは、病院では、日医レセプト調査＋0.7％、

TKC データ＋0.1％に止まり、診療所では、日医レセプト調査▲1.9％、TKC

データの法人▲3.3％であった。 

◆ 病院の保険診療収入は前年比プラスではあるものの、増収分は大学病院に

集中し、小規模な個人病院は依然として厳しい状況にある。医療法人病院

の損益分岐点比率も前年 92.6％から今年 94.9％に悪化した。 

◆ 診療所の外来管理加算は、日医レセプト調査から、当初見込みの 240 億円

を大幅に上回る 805 億円の減収と計算された。 

◆ 病院では、増収になったが、給与費負担が増加した。診療所は減収であっ

たが、給与費を圧縮できなかった。医師等、医療従事者の確保のためであ

ると推察される。 

◆ 一部の大規模病院に偏重しない財源配分が必要である。また診療報酬の確

保と、医師確保対策の両方を同時並行で進める必要がある。診療所におい

ては予定以上の厳しい改定になっていることから、緊急対策も求められる。 
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１．2008 年 4 月の診療報酬改定の概要 

 

（１）診療報酬改定率 

2008 年 4 月の診療報酬改定は、全体では▲0.82％、医科本体では＋0.42％

（約 1,000 億円）であった（表 1-1-1）。 

 

表 1-1-1 最近の診療報酬改定の内容（医療費ベース） 

 2002 年 2004 年 2006 年 2008 年 

本体部分 ▲1.30％ ±0％ ▲1.36％ ＋0.38％ 

医科 ▲1.30％ ±0％ ▲1.50％ ＋0.42％ 

歯科 ▲1.30％ ±0％ ▲1.50％ ＋0.42％ 

 

調剤 ▲1.30％ ±0％ ▲0.60％ ＋0.17％ 

薬価・材料価格 ▲1.40％ ▲1.05％ ▲1.80％ ▲1.20％ 

診療報酬全体 ▲2.70％ ▲1.05％ ▲3.16％ ▲0.82％ 

 

 

（２）診療所から病院への財政支援 

診療報酬改定率が決定した後、中央社会保険医療協議会（以下、中医協）

では、まず、医科本体の＋0.42％を産科・小児科・救急医療、病院勤務医

の負担軽減に充当することが合意された。さらに追加的財源を診療所から

病院にシフトするかどうかについて議論が行われ、最終的に、診療所から

病院に対して 400 億円強の支援をすることになった（図 1-2-1）。内訳は、

外来管理加算の見直しとデジタル映像化処理加算の廃止1を合わせて200億

円強、検査判断料の引き下げ2と軽微な処置の初再診等基本診療料への包括

化3を合わせて 200 億円強である。 
                                                  
1 デジタル映像化処理を行った場合に算定。2008 年 4 月改定で、単純撮影の場合 60 点、特殊撮影

の場合 64 点、造影剤使用撮影の場合 72 点、乳房撮影の場合 60 点を廃止。ただし、2009 年度末ま

での経過措置として、15 点を算定できる。 
2 検体検査判断料の引き下げ（血液学的検査判断料 135 点→125 点、生化学的検査（Ⅰ）判断料 155 点

→144 点）。なお、生化学的検査（Ⅱ）判断料は引き上げ（135 点→144 点）。 
3 医師による診断と適切な指導があれば、必ずしも医師等の医療従事者による高度な技術を要せず、

患者本人又は家人により行うことが可能な処置について初再診料に含めて評価し、別に算定できな

いこととしたもの。皮膚科軟膏処置（100 ㎠未満）、消炎鎮痛等処置の湿布処置（半肢の大部又は頭
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「平成20年度診療報酬改定について」（2008年1月30日, 中央社会保険医療協議会総会資料）などから作成

図1-2-1　2008年4月　診療報酬改定における医科本体部分の内訳
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部、頸部及び顔面の大部以上にわたる範囲以外の狭い範囲の湿布処置）、熱傷処置（第１度熱傷で

100 ㎠未満の場合）、眼処置（点眼・洗眼）、耳処置（点耳、簡単な耳垢栓除去）、鼻処置（鼻洗浄）。 
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（３）改定による計算上の収入および利益の変化 

 

2007 年度の医療費は、病院 17.8 兆円、診療所 7.9 兆円、計 25.7 兆円で

ある4。ここから、診療報酬改定が病院・診療所の収入に与える影響を単純

化して考える。 

 

① 厚生労働省は、制度改正や診療報酬改定のなかった年には医療費が 3％

程度伸びているとしており5、この伸び率は、人口増減や高齢化、医療の高

度化等の自然増によるものとされている。そこでまず、これらを総称して

「自然増等」と呼び、自然増等 3％の場合と、自然増等がない場合とに分

けて、2007 年度の医療費を延伸する。 

 

② 院外処方か院内処方か、また診療行為等によって収入に占める薬価・材

料価格の構成比は異なるが、ここでは一律、収入を診療報酬全体の改定率

▲0.82％（医科本体＋0.42％分を含む）で減じる。 

 

③ 上記②で医科本体＋0.42％を含む全体▲0.82％による増減を計算した

が、医科本体＋0.42％（約 1,000 億円）は診療所にまったく配分されてい

ない。したがって、1,000 億円のうち診療所分を減算し、病院に加算する。 

診療所医療費に対応する金額（0.03 兆円） 

＝1,000 億円×診療所医療費 7.9 兆円÷医療費 25.7 兆円 

 

④ 次に、診療所から病院への財源支援額を調整する。前頁の図 1-2-1 によ

れば、診療所は▲400 億円、病院は＋1,500 億円であるが、病院の＋1,500 億

円は医科本体＋0.42％（約 1,000 億円）の改定分を含んでおり、これは上

記③で計算済みである。したがって診療所▲400 億円、病院＋400 億円分

を調整する。 

 
                                                  
4 厚生労働省「概算医療費データベース」 
5 「医療費は従来と同程度の水準（3％台）で伸びているといえる」2008 年 7 月 16 日, 中央社会保

険医療協議会総会資料 
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以上の結果、自然増等が 3％あるのであれば収入は病院で＋2.6％、診療

所で＋1.3％伸びることになる。自然増等がない場合には、病院▲0.4％、

診療所▲1.7％になると計算される（表 1-3-1）。 

 

自然増等が3％ある場合 （兆円）

②全体

▲0.82％

(A) (B） (B)/(A)

病院 17.8 18.3 18.2 18.2 18.2 2.6%

診療所 7.9 8.2 8.1 8.1 8.0 1.3%

計 25.7 26.5 26.3 26.3 26.3 2.2%

自然増等がない場合

②全体

▲0.82％

(A) (B） (B)/(A)

病院 17.8 17.8 17.6 17.7 17.7 -0.4%

診療所 7.9 7.9 7.9 7.8 7.8 -1.7%

計 25.7 25.7 25.5 25.5 25.5 -0.8%

*2007年度は厚生労働省「概算医療費データベース」より
*四捨五入差があり、計算結果が一致しないところがある。

2008年4月改定

2008年4月改定

④診療所から
病院への
財源支援

③医科本体
＋0.42％
（病院＋、
診療所▲）

③医科本体
＋0.42％
（病院＋、
診療所▲）

④診療所から
病院への
財源支援

① 自然増
等が

ない場合

2008年度
予定増減

2008年度
予定増減

表1-3-1　2008年度のあるべき保険診療収入（粗い試算）

2007年度
実績

① 自然増
等が3％
ある場合

2007年度
実績

 

 

次に、経常利益率、損益分岐点比率を粗く試算する。 

 

医療費の自然増等が 3％ある場合、収入の前年比は診療所＋1.3％、病院

＋2.6％である（表 1-3-1）。 

薬価・材料改定率は、医療費ベースで▲1.2％である。これは薬価・材料

▲4.9％6の引き下げになるので、院内処方、院外処方等による違いはあるが、

                                                  
6 日本医師会「2008 年 4 月の診療報酬改定の影響について」（2008 年 11 月 26 日, 定例記者会見

資料）では、材料比率が公表されていないため、社会医療診療行為別調査の薬剤比率のみを用いて

5.7％（薬価・材料改定率▲1.2％÷21.2％）で計算した。本稿では、材料比率を別途計算し、医療費

ベース▲1.2％のときの薬価・材料改定率をあらためて推計した。 
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ここでは一律、薬品・材料費を 4.9％引き下げる。 

給食材料費、委託費は医業収入に対応して変動する費用とし、給与費、

減価償却費、経費は固定費（絶対額が変化しない）とする。 

 
薬価・材料改定率▲1.2％÷（薬剤料の比率 21.2％＋材料費の比率 3.4％7） 

＝薬価・材料費ベース▲4.9％ 

 

以上の前提で計算すると、医療費の自然等が 3％ある場合には、改定をは

さんで、損益分岐点比率は病院で 92.6％から 91.5％に、診療所で 96.2％か

ら 94.9％になるはずである（表 1-3-2、表 1-3-3）。 

医療費の自然増等がない場合には、損益分岐点比率はほとんど好転せず、

診療所の損益分岐点比率は依然として 95％を上回ると計算される。 

 

 

改定前 改定後 改定前 改定後

経常利益率 5.7% 8.4% 3.9% 5.8%

損益分岐点比率 92.6% 91.5% 96.2% 94.9%

経常利益率 5.7% 6.1% 3.9% 3.4%

損益分岐点比率 92.6% 91.9% 96.2% 95.5%

*TKC全国会「ＴＫＣ医業経営指標（平成20年4月～6月）」から試算

自然増等がない場合

病院 診療所

表1-3-2　2008年4月　診療報酬改定後の経常利益率・損益分岐点比率（粗い試算）

自然増等が3％の場合

医療費の自然増等 指標

 

                                                  
7 厚生労働省「平成 19 年 社会医療診療行為別調査」より。薬剤料の比率には、「処方せん料」を算

定している明細書、「投薬」「注射」を包括した診療行為が出現する明細書及び DPC に係る明細書は

含まれていない。材料比率は、同調査から診療行為の部ごとの特定保険医療材料料およびフィルム

の点数（出来高）を足し上げ、医科総点数（入院時食事療養費および入院時生活療養費を点数換算

したものを含む）で割った数値。 
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医療費の自然増等が3％ある場合

増減率 改定前 改定後 増減率 改定前 改定後

医業収入 100.0 102.4 100.0 101.2

保険診療 2.6% 91.9 94.2 1.3% 86.6 87.7

自由診療 8.1 8.1 13.5 13.5

医業費用 94.2 93.7 97.0 96.2

薬品・材料費
*1） -4.9% 14.3 13.6 -4.9% 17.2 16.4

給食材料費*1） 2.0 2.1 0.7 0.7

委託費
*1） 4.9 5.0 3.2 3.2

給与費 55.6 55.6 53.0 53.0

減価償却費 3.9 3.9 3.1 3.1

経費 13.4 13.4 19.8 19.8

医業利益 5.8 8.7 3.0 5.0

経常利益 5.7 8.6 3.9 5.8

経常利益率 － 5.7% 8.4% － 3.9% 5.8%

損益分岐点比率 － 92.6% 91.5% － 96.2% 94.9%

医療費の自然増等がない場合

増減率 改定前 改定後 増減率 改定前 改定後

医業収入 100.0 99.6 100.0 98.6

保険診療 -0.4% 91.9 91.5 -1.7% 86.6 85.1

自由診療 8.1 8.1 13.5 13.5

医業費用 94.2 93.5 97.0 96.1

薬品・材料費*1） -4.9% 14.3 13.6 -4.9% 17.2 16.4

給食材料費
*1） 2.0 2.0 0.7 0.7

委託費
*1） 4.9 4.9 3.2 3.1

給与費 55.6 55.6 53.0 53.0

減価償却費 3.9 3.9 3.1 3.1

経費 13.4 13.4 19.8 19.8

医業利益 5.8 6.2 3.0 2.5

経常利益 5.7 6.0 3.9 3.3

経常利益率 － 5.7% 6.1% － 3.9% 3.4%

損益分岐点比率 － 92.6% 91.9% － 96.2% 95.5%

*TKC全国会「ＴＫＣ医業経営指標（平成20年4月～6月）」から試算

*１） 2008年4月～6月の材料費・委託費は合算したデータの提供であったため、2006年4月期～2007年

3月期決算データの構成比で按分した。

－改定前の医業収入を100とする－
表1-3-3　経常利益率および損益分岐点比率の計算（粗い試算）

診療所・医療法人病院・医療法人

診療所・医療法人病院・医療法人

 

（注）給食材料費、委託費を変動費、給与費、減価償却費、経費を固定費として計算。 
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２．診療報酬改定の影響 

 

（１）分析方法 

以下の 3 つのデータを比較分析し、2008 年 4 月の診療報酬改定の影響を

検証する。 

 

① 日本医師会「2008 年度緊急レセプト調査（4～6月分）」 

調査概要：2007 年および 2008 年の 4～6 月分の診療報酬請求内容に関す

るアンケート調査。公費単独を含まない。 

調査対象：日本医師会A1会員。有効回答 1,534（病院 167、診療所 1,367）。 

結果の公表：2008 年 8 月 5 日 日本医師会定例記者会見 

http://dl.med.or.jp/dl-med/teireikaiken/20080806_1.pdf 

以下、「日医レセプト調査」と呼ぶ。 

 

② TKC 全国会「TKC 医業経営指標（平成 20 年 4 月～6月）」 

調査概要：TKC 全国会（会員数約 9,600 名の税理士、公認会計士のネッ

トワーク）が編纂した 2007 年および 2008 年の 4～6 月分の損

益データ。介護保険収入を含む。データの提供を受け、日本医

師会が分析を行なっている。 

調査対象：TKC 会員の関与先医療機関（主として医療法人）。 

病院 562、診療所 4,207。 

結果の公表：日本医師会・TKC 全国会「平成 20 年診療報酬改定後の医

業経営動向」（2008 年 11 月 19 日 日本医師会定例記者会見） 

http://dl.med.or.jp/dl-med/teireikaiken/20081119_3.pdf 

以下、「TKC データ」と呼ぶ。 

 

③ 厚生労働省「最近の医療費の動向（月次版）」 

概要：審査支払機関（社会保険診療報酬支払基金及び国民健康保険団体

連合会）で処理される診療報酬等。ただし算定ベース。 

分析結果の公表：日本医師会「厚生労働省「最近の医療費の動向（メデ
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ィアス平成 20 年 4～6 月）」について」（2008 年 11 月 12 日 日

本医師会定例記者会見） 

http://dl.med.or.jp/dl-med/teireikaiken/20081112_2.pdf 

日本医師会が厚生労働省データをもとに分析を行なった。 

以下、「厚労省データ」と呼ぶ。 

 

 

収入については、日医レセプト調査は保険請求総点数、TKC データでは

医業収益（＝医業収入）のうち保険診療分収益、厚労省データでは保険診

療分医療費であるが、まとめて「保険診療収入」と呼ぶ8。 

なお、経常利益率、損益分岐点比率は、自由診療収入も含め TKC データ

から計算している。 

 

データ別に回答医療機関または対象医療機関の属性を見ると、病院に関

しては、日医レセプト調査は国公立・公的病院の構成比が低く、TKC デー

タは基本的に医療法人のデータある。日医レセプト調査、TKC データはお

おむね民間病院の実態を示しているといえる。 

診療所については、日医レセプト調査は、個人立の比率が高い（表 2-1-1）。

１施設当たり従事者数を見ると個人は 4.9 人、法人その他は 9.0 人であり、

日医レセプト調査は小規模診療所からの回答が多いといえる。 

 

                                                  
8 TKC データ、厚労省データは公費併用及び公費単独を含む。日医レセプト調査は公費単独を含ま

ない。 
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1施設当たり

従事者数

（人）

（※注1） 回答数 構成比 施設数 構成比 施設数 構成比

病院 個人 74.1 11 6.6% 28 5.0% 494 5.6%

法人その他 194.4 156 93.4% 534 95.0% 8,375 94.4%

医療法人 134.5 136 81.4% 534 95.0% 6,563 74.0%

国公立・公的 329.6 9 5.4% － － 1,812 20.4%

その他 308.8 11 6.6% － － － －

計 185.4 167 100.0% 562 100.0% 8,869 100.0%

診療所 個人 4.9 764 55.9% 1,761 41.9% 48,672 48.9%

法人その他 9.0 603 44.1% 2,446 58.1% 50,909 51.1%

計 6.9 1,367 100.0% 4,207 100.0% 99,581 100.0%

（注1）厚生労働省「平成17年 医療施設調査」「平成17年 病院報告」

　　　公的には都道府県、市町村、日赤、済生会等のほか、社会保険関係団体を含む。

（注2）日医レセプト調査では、社会保険関係団体は「その他」とした。

（注3）TKCデータの診療所「法人その他」は医療法人。

（注4）病院は、厚生労働省「概算医療費データベース」（2008年6月分）から、医療法人には国公立・公的以外の法人を含む。診療

　　　所は、厚生労働省「医療施設動態調査（平成20年6月末概数）」より、自由診療のみの医療機関を含む。

表2-1-1　開設者別構成比の違い

日医レセプト調査
（※注2）

TKCデータ
（※注3）

全国（※注4）
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（２）保険診療収入の動向 

 

① 前年同期比 

１）病院 

病院の保険診療収入は、自然増等が 3％ある場合、計算上 2.6％増加する

はずであったが、前年同期比は、日医レセプト調査で＋0.7％、TKC デー

タで＋0.1％、厚労省データで＋1.0％に止まった（図 2-2-1）。 

ただし自然増等がない場合の計算値よりは、実際の前年同期比のほうが

高く、従来のような自然増等は期待できなくなっているものの、今回の改

定によって病院はなんとか増収になったといえる。 

 

２）診療所 

診療所の前年同期比は、日医レセプト調査で▲1.9％、TKC データの法人

で▲3.3％であり、自然増等がない場合の計算値を下回った（図 2-2-2）。 

それぞれのデータに差があるが、TKC データは、保険診療収入の中に介

護保険収入を含んでいるため、その分の乖離が出ていると考えられる。日

医レセプト調査は前述したように、個人立すなわち小規模診療所からの回

答が多く、マイナスの影響が強く出たのではないかと推察される。また厚

労省データは算定ベースであって、確定値ではない。 

これらの乖離はあるが、診療所ではすべてのデータで、保険診療収入が

減収になった。 
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図2-2-1　病院　保険診療収入の前年同期比
（2008年4～6月）

2.6

-0.4

0.7
0.1

1.0

-2.0

0.0

2.0

4.0

自然増等が3％
ある場合

自然増等が
ない場合

日医
レセプト調査

TKCデータ
（医療法人）

厚労省
データ

計算値 実際

（％）

 
図2-2-2　診療所　保険診療収入の前年同期比

（2008年4～6月）

1.3

-1.7 -1.9
-1.2

-3.3

-0.2

-4.0

-2.0

0.0

2.0

個人 法人

自然増等が3％
ある場合

自然増等が
ない場合

日医
レセプト調査

TKCデータ 厚労省
データ

計算値 実際

（％）

（医療費総額）
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② 病院の収入はどこで増えたのか 

病院の保険診療収入は、厚労省データでは前年同期比は＋1.0％であるが、

日医レセプト調査では＋0.7％、TKC データでは＋0.1％に止まっている。

前述したように日医レセプト調査は国公立・公的病院が少なく、TKC デー

タは基本的に医療法人のデータであり大学病院や国公立・公的病院が含ま

れていないことも一因と考えられる。 

 

厚労省データで開設者別に見ると、医療費（保険診療収入）の前年同期

比は、大学病院＋4.6％、国公立・公的病院▲1.0％、法人病院＋2.6％、個

人病院▲17.3％であり、大学病院のプラスが突出している（図 2-2-3）。 

国公立・公的病院は医療費総額では前年同期比減であるが、これは医療

機関数が減少しているためである。 

１施設当たりで見ると、大学病院＋4.1％、国公立・公的病院＋1.8％、法

人病院＋1.9％、個人病院▲3.2％である（図 2-2-4）。１施設当たりで見て

も、大学病院の伸びが突出しており、国公立・公的病院と法人病院は 1％

台の伸びに止まっている。 

 

また個人立は、医療費総額で▲17.3％、１施設当たりで▲3.2％である。

施設数が減少しているため、医療費総額のマイナス幅が大きいが、１施設

当たりのマイナス幅も、他のカテゴリに比べて非常に大きい。 

 

病院の１施設当たり病床数は、個人 91.3 床、法人その他 188.0 床9、１施

設当たり従事者数は、個人 74.1 人、法人その他 194.4 人（9 頁, 表 2-1-1）

である。すなわち、個人病院は法人その他の病院に比べて小規模病院であ

る。個人病院で減収幅がきわめて大きかったということは、小規模の病院

で、自然増等がなくなっているばかりか、医科本体の診療報酬引き上げや、

診療所からの財源支援効果もない非常に厳しい結果になっていることを示

している。 

 

                                                  
9 厚生労働省「平成 17 年 医療施設調査」 
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図2-2-3　厚労省データ　病院開設者別　医療費総額の前年同期比
（2008年4～6月）

1.0
4.6 2.6

-17.3

-1.0

-30.0

-20.0

-10.0

0.0

10.0

大学病院 国公立・
公的病院

法人病院 個人病院

全体 （再掲）

（％）

図2-2-4　厚労省データ　病院開設者別　１施設当たり医療費の前年同期比
（2008年4～6月）

2.0

4.1

1.9

-3.2

1.8

-5.0

0.0

5.0

大学病院 国公立・
公的病院

法人病院 個人病院

全体 （再掲）

（％）

国公立・公的病院：大学病院以外の国立、公立（都道府県、市町村）、公的（日赤、済生

会など）、社会保険関係団体（全国社会保険協会連合会、共済組合及びその連合会など） 

2000年 2002年 2004年 2006年 2008年

個人 1,173 954 760 604 490

法人その他 8093 8,233 8,317 8,339 8,308

医療法人 5387 5,533 5,644 5,694 5,711

国公立・公的 1863 1,843 1,810 1,768 1,699

その他 843 857 863 877 898

合計 9,266 9,187 9,077 8,943 8,798

*厚生労働省「医療施設調査」から作成。2008年は「医療施設動態調査（平成20年8月末概数）」より。

*国公立・公的には、社会保険関係団体を含む。

（参考）病院 開設者別医療施設数の推移
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③ 外来管理加算見直しの影響 

外来管理加算は、診療所および一般病床 200 床未満の病院で、処置、リ

ハビリテーション等を行なわず計画的な医学管理を行った場合に算定でき

る（表 2-2-1）。2008 年 4 月改定では、① いわゆる時間要件の導入、② 後

期高齢者の点数の見直しが行われた（表 2-2-2）。 
 

表 2-2-1 外来管理加算の算定要件 

 

 

表 2-2-2 外来管理加算の点数の見直し 

  従来 2008 年度改定 

診療所 
一般 

病院 
52 点 52 点 

診療所 57 点 
後期高齢者*1） 

病院 47 点 
52 点 

*1）従来は「老人」 

ア 外来管理加算は、処置、リハビリテーション等を行わずに計画的な医学管

理を行った場合に算定できるものである。 

 

イ 外来管理加算を算定するに当たっては、医師は丁寧な問診と詳細な身体診

察（視診、聴診、打診及び触診等）を行い、それらの結果を踏まえて、患

者に対して症状の再確認を行いつつ、病状や療養上の注意点等を懇切丁寧

に説明するとともに、患者の療養上の疑問や不安を解消するため次の取組

を行う。（略） 

 

ウ イに規定する診察に要する時間として、医師が実際に概ね 5 分を超えて直

接診察を行っている場合に算定できる。この場合において、診察を行って

いる時間とは、患者が診察室に入室した時点を診察開始時間、退室した時

点を診察終了時間とし、その間一貫して医師が患者に対して問診、身体診

察、療養上の指導を行っている場合の時間に限る。（以下略） 
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外来管理加算の見直しによる診療所での減額幅は、デジタル映像化処理

加算の廃止と合わせて 200 億円強である。ただし、これは診療科間のバラ

ンスを調整した後の数字であり、外来管理加算の見直しだけでは 240 億円

の減額が予定されていた10 。 

 

日医レセプト調査によると、外来管理加算の算定回数は診療所で前年同

期比▲26.38％、病院で▲27.99％であった。 

ここから、影響額を試算したところ、診療所は後期高齢者の点数の引き

下げもあったため、減額幅は 805 億円となり、当初見込みの 240 億円を大

幅に上回った（表 2-2-3）。病院は、後期高齢者の点数の引き上げが行われ

たものの 123 億円の減額になると計算された。 

 

（億円）

増減率

① ② ③＝①×（1＋②） ④ ③×④ (B)－(A)

診療所 一般 1,876 1,381 52→52点 100.0% 1,381

N=325 後期高齢者 943 694 57→52点 91.2% 633

計 (A1)  2,819 － 2,075 － － (B1) 2,015 ▲ 805

病院 一般 317 229 52→52点 100.0% 229

N=55 後期高齢者 169 122 47→52点 110.6% 135

計 (A2)　  487 － 350 － － (B2) 　363 ▲ 123

*1)厚生労働省「平成19年　社会医療診療行為別調査」より、「調査月（6月）の点数×10×12か月」。またこの時点では、「後

  期高齢者」は｢老人」。

*四捨五入差があり、計算結果が一致しないところがある。

▲27.99%

影響額

▲26.38%

表2-2-3　外来管理加算見直しの影響（日医レセプト調査からの粗い試算）

2007年度

の金額＊1)

診療報酬 報酬引下後
の金額

算定回数
増減率

（本調査）

算定回数
減少後の

金額

   

                                                  
10 2008 年 1 月 30 日 中医協総会議事録 厚生労働省保険局医療課長「外来管理加算につきまして

は約 240 億、デジタル処理加算につきましては、経過措置等の関係もございますが、100 億程度と

いうふうに財源として見込める。ただ、外来管理加算やデジタル加算につきましては、財源として

は見込めるのですが、あとそれを例えばデジタル加算を廃止しますと、診療科のアンバランスが極

めて大きくなりますので、そのアンバランスを取り除くために、逆に 100 億全部が使えないと、そ

ういう条件もございます。また、外来管理加算にしましても、診療科によって非常に大きなマイナ

スになるところもありますので、そういう診療科間のバランスをとるというものを差っ引きますと、

この外来管理加算とデジタル加算合わせまして約 200 億円強というふうに見込んでおります。」 
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（３）経常利益率および損益分岐点比率の動向 

 

① 経常利益率 

診療報酬改定後の経常利益率は、病院（医療法人）では自然増等が 3％あ

る場合は8.4％、自然増等がない場合は6.1％と計算されたが（6頁、表1-3-3）、

TKC データでは 3.9％であった。 

同様に、診療所（医療法人）の経常利益率は、自然増等が 3％ある場合は

5.8％、自然増等がない場合は 3.4％になると計算された（6 頁、表 1-3-3）

が、TKC データでは 1.6％であった。 

 

また、病院、診療所ともに改定前（2007 年 4～6 月）に比べ、経常利益

率が低下している。TKC データは医療法人を対象としており、病院では医

療法人の保険診療収入がほとんど伸びておらず、診療所では減収となって

いる（11 頁、図 2-2-1、図 2-2-2）ことが一因である。加えて費用の増加等

も見られる。 

 

医業収入に対する構成比を見ると、病院、診療所ともに材料費・委託費

の割合が増加している（表 2-3-1）。診療報酬改定で薬価・材料の引き下げ

が行われたことに伴い、薬価差等が縮小したことがうかがえる。また、委

託費が引き上げられたことなどが考えられる。 

 

給与費の比率も病院、診療所ともに上昇している。特に病院では、保険

診療収入が増加（11 頁、図 2-2-1）し、かつ給与費の比率が上昇している

ので、給与費の絶対額が増加したことがわかる。収入の増加以上に、給与

費単価が上昇したり、職員数が増加したりしているものと推察される。 

 

ここで、経常利益率の見方について、診療所（医療法人）の 1.6％という

数字を例に、簡単に説明しておきたい。 

例えば、年間医業収入が 5 千万円の診療所が、設備投資のために１千万

円を借り入れる必要があるとする。10 年で均等に返済するとして年間
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100万円の返済資金が必要であるが、経常利益率1.6％では経常利益は80万

円しかない（資産売却などの臨時的損益はないものとする）。この中から納

税もしなければならないので、まったく返済の見通しはたたない。つまり、

現状の経常利益率の水準では、診療所の再投資は非常に難しいと考えられ

る。 

 

図2-3-1　病院　経常利益率

5.7

8.4

6.1

3.9

0.0

5.0

10.0

TKCデータ
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（％）

図2-3-2　診療所　経常利益率
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（％）
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（％）

改定前 改定後 改定前 改定後

医業収入 100.0 100.0 100.0 100.0

保険診療分 91.9 91.7 86.6 85.6

自由診療分 8.1 8.3 13.5 14.4

医業費用 94.2 96.0 97.0 99.1

材料費・委託費 21.2 21.8 21.1 21.3

給与費 55.6 56.6 53.0 54.5

減価償却費 3.9 3.9 3.1 3.5

経費 13.4 13.7 19.8 19.8

医業利益 5.8 4.0 3.0 0.9

　医業外損益*1） -0.1 -0.1 0.9 0.7

経常利益 5.7 3.9 3.9 1.6

*2008年4～6月データの提出があった医療機関の改定前、改定後

*1）医業外損益＝医業外収益（受取利息など）－医業外費用（支払利息など）

表2-3-1　医業収入を100としたときの構成比の変化（TKCデータ）

診療所（医療法人）病院（医療法人）
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② 損益分岐点比率 

病院については、TKCデータの損益分岐点比率は、前年は92.6％であり、

自然増等が 3％あれば、今年は 91.5％に改善すると期待された。しかし、

医療法人では自然増等がほとんどない上（11 頁、図 2-2-1）、給与費などの

固定費もかさんだ。このため、損益分岐点比率は 94.9％になり、危険水域

といわれる 90％を超えているだけでなく、前年よりさらに悪化した。 

診療所では、損益分岐点比率は 98.9％になり、100％（100％を超えると

赤字）に限りなく近づいた。 

 

図2-3-3　病院　損益分岐点比率

92.6 91.5 91.9
94.9

80.0

90.0

100.0

TKCデータ
（N=534）

自然増等が3％
ある場合

自然増等が
ない場合

TKCデータ
（N=534）

実際 計算値 実際

2007年
4～6月

2008年4～6月

（％）

図2-3-4　診療所　損益分岐点比率

96.2 94.9 95.5
98.9

80.0

90.0

100.0

TKCデータ
（N=2,446）

自然増等が3％
ある場合

自然増等が
ない場合

TKCデータ
（N=2,446）

実際 計算値 実際

2007年
4～6月

2008年4～6月

（％）

 （注）損益分岐点比率は、｛固定費÷（1－変動費率）｝÷売上高で算出すべきであるが、  

ここでは簡易的に（給与費率＋減価償却費率＋経費率）÷（1－材料費・委託費率） 

で算出。 
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３．まとめ 

 

保険診療収入の前年同期比は、病院では 2008 年 4 月の診療報酬改定によ

って、かろうじて増収となったものの、増収分は大学病院に集中し、小規

模な個人病院では、診療報酬改定効果も、診療所からの財源支援効果も見

られなかった。 

診療所では、日医レセプト調査、TKC データ、厚労省データのいずれを

見ても保険診療収入の前年同期比がマイナスであった。 

 

損益分岐点比率は、病院で前年の 92.6％から、今年は 94.9％に悪化した。

保険診療収入はわずかに伸びたものの、給与費などの固定費が増加したた

めである。診療所の損益分岐点比率は、前年の 96.2％から、今年は 98.9％

になり 100％（利益±0）に近づいた。保険診療収入が減少しても、給与費

を圧縮するわけにはいかなかったためである。 

 

2008 年 4 月の診療報酬改定では、病院勤務医対策のため、診療所から病

院への財源支援も行ったが、財源は一部の大学病院に集中したに過ぎない。

地方の小規模病院は、依然として厳しい状況に置かれているものと推察さ

れる。医療崩壊を食い止めるためには、大病院に偏重しない財源配分が必

要である。 

 

病院では保険診療収入が増収になったが、給与費の負担も増加した。医

師等、医療従事者の確保のためのコスト増であると推察される。診療報酬

の確保と、医師確保対策を両輪で進めなければならない。 

 

また、外来管理加算は、診療所における当初の減収見込みは 240 億円で

あったが、日医レセプト調査（4～6 月）からは当初見込みを上回る 805 億

円の減収になると試算された。 

中医協が 2008 年 2 月 13 日に厚生労働大臣に提出した答申書では、初・

再診料、外来管理加算、入院基本料等の基本診療料の在り方を検討し、今
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後の診療報酬改定に反映させるとある。また、2008 年 3 月 26 日の中医協

検証部会では、財源が当初見込みと異なる場合には、対策を考えなければ

ならないとの発言もある11。 
診療所の損益分岐点比率が 100％に近づいている実態を踏まえると、基

本診療料の枠組みの中で外来管理加算の在り方を見直すことに先立って、

緊急の対応策も求められる。

                                                  
11 2008 年 3 月 26 日 中医協・診療報酬改定結果検証部会議事録より 
「最初は 240 億というお金が出ていますが、実際どのぐらいの費用がここから出てくるかというあ

たりはある程度時間がたたなければ出てきません。しかし、そこはぜひとも出してもらいたい。た

だ、実際は見込みとは異なる可能性は十分にあるわけで、240 億円の見込みが例えば 100 億円位し

かなかったということもあり得ると思います。そうなればまた別の対策を考えなければならないと

いうことになります。」 
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資料１．日本医師会「2008 年度緊急レセプト調査（4～6月分）」の概要 

 

（１）調査の目的 

診療報酬改定の結果、特に理論上のあるべき収入が確保されているかど

うかを検証するために、緊急レセプト調査を行った。調査は日本医師会が

実施し、日本医師会総合政策研究機構（日医総研）が分析を担当した。 

 

（２）調査方法とその対象 

日本医師会Ａ１会員（医療機関等の開設者または管理者）の医療機関（病

院：6,931、診療所：76,702）から、それぞれ 1／20 を都道府県別に無作為

抽出し、郵送で調査票を送付した。調査票は、本年 4 月、5 月、6 月と前年

同月の診療報酬請求書等から転記するものとなっており、FAX で回答して

もらった。 

有効回答数は、診療所 1,367（有効回答率 35.4％）、病院 167（同 45.5％）

であり、カバー率は全国の診療所数の 1.4％、病院数の 1.9％である。 

 

（３）集計・分析結果 

総点数は病院＋0.68％に対し、診療所は▲1.85％となっており、大きな

乖離があった。１件当たり点数でみても、病院で＋1.09％となった一方、

診療所では▲1.54％となった。2008 年 4 月の診療報酬改定では、診療所か

ら病院に医療費ベースで 400 億円強の追加的な財政支援が行われたが、そ

の結果、診療所にとってきわめて厳しい改定の実態になっている。 
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対象施設数 回答数
有効回答数

①
有効回答率

2008年4月
②

①÷②

診療所 3,862 1,650 1,367 35.4% 99,459 1.4%

病院 367 185 167 45.5% 8,815 1.9%

合計 4,229 1,835 1,534 36.3% 108,274 1.4%

構成比

本調査*1）

有効回答数
全国*2）

診療所 89.1% 91.9%

病院 10.9% 8.1%

合計 100.0% 100.0%

*1）2008年7月31日到着分まで。完全に定点観測にするため、すべての項目に不備がないもののみ有効回答としたため

　回答数と有効回答数との差が大きい

*2）厚生労働省「医療施設動態調査（平成20年4月末概数）」

日本医師会「緊急レセプト調査」*1） 全国*2）

（資料）表1　日医レセプト調査　回答数および回答率

 

総点数 総件数 総日数
１件当たり

点数
１件当たり

日数
１日当たり

点数

入院 166 0.56% -0.79% -1.31% 1.36% -0.53% 1.89%

入院外 167 0.98% -0.37% -3.01% 1.35% -2.65% 4.12%

計 167 0.68% -0.41% -2.12% 1.09% -1.72% 2.86%

入院 161 -1.42% -2.26% -3.04% 0.87% -0.80% 1.67%

入院外 1,367 -1.88% -0.31% -2.64% -1.58% -2.34% 0.79%

計 1,367 -1.85% -0.31% -2.65% -1.54% -2.35% 0.82%

入院 327 0.47% -0.95% -1.42% 1.43% -0.48% 1.92%

入院外 1,534 -0.97% -0.32% -2.73% -0.66% -2.41% 1.80%

計 1,534 -0.31% -0.34% -2.45% 0.02% -2.12% 2.19%

N数

主要3指標主要3要素

（資料）表2　日医レセプト調査　主要3要素および主要3指標の前年同期比（2008年4～6月）

診療所

病院

全体
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資料２．TKC 全国会「TKC 医業経営指標（平成 20 年 4 月～6月）」の概要 

 

（１）TKC 医業経営指標12とは 

TKC 全国会は、会員数約 9,600 名の税理士、公認会計士のネットワーク

であり、関与先医療機関の財務データを『TKC 医業経営指標』として集計

している。 

 

（２）データの特徴 

日本医師会では、第三者による信頼性の高いデータとして、『TKC 医業

経営指標』の提供を受け、分析を行っている。 

今回（2008 年 4～6 月）の分析対象は TKC 全国会の会計事務所が月次監

査を実施している医療機関である。その数は、病院 562、診療所 4,207 で

あり、全国の病院数の 6.4％、診療所数の 4.2％をカバーしている。 

データは、財務会計システムのデータベースに格納されたものを集計し

おり、アンケート方式の実態調査に起こりがちな回答上の不備は起こりに

くい。また、同じ医療機関における、2007 年 4 月～6 月と 2008 年 4 月～6 月

の 2 期比較であり、どちらか 1 年でも不備があるデータは客体から除外さ

れているため、経年変化の把握に適している。 

 

（３）分析結果 

 診療所では、医業収益の前年同期比は、個人が▲0.9％、法人が▲2.2％

と減収した。経常利益率は、個人が 29.7％から 28.9％、法人が 3.9％から

1.6％に低下した。 

病院では、医業収益の前年同期比は 0.3％の微増収で、経常利益率は、

5.7％から 3.9％に低下しており、改定後も改善の予兆は見られない。 

                                                  
12 TKC 全国会より、TKC 医業経営指標に係る留意点。『TKC 医業経営指標（M－BAST）～平成

20 年診療報酬改定後の医業経営動向速報～（平成 20 年 4 月～6 月）概要』の編集に際し、ＴＫＣ会

員、すなわち職業会計人の守秘義務を完全に擁護するため、調査対象先については、本書の財務デ

ータとして収録してよいかどうかの確認が個々の TKC 会員に対して行われ、承認を得ることができ

なかった財務データは収録データから削除します。また、一切の編集作業はＴＫＣ会員名および病

医院の名称等をあらかじめプログラムによって無条件に削除した上で、その複数の平均値を算出し

て編集しています。さらに、分類集計したデータが２件以下の場合は、全体のデータには含めてい

ますが個別の表示は省略しています。」 
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損益分岐点比率は、診療所が 98.9％、病院が 94.9％となり、いずれも上

昇（悪化）した。 

 

 

（％）

病院

個人（1,761） 法人（2,446） 法人（534）

医業収益 -0.9 -2.2 0.3

（再掲）保険診療収益 -1.2 -3.3 0.1

*（　）は医療機関数。病院の個人は医療機関数が少ないため表示していない。

*保険診療収益には介護保険収入を含む。

（資料）表3　TKCデータ　医業収益の前年同期比（2008年4～6月）

一般診療所

 

 

（％）

2007.4-6 2008.4-6 2007.4-6 2008.4-6 2007.4-6 2008.4-6

医業収益 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

（保険診療分） 90.3 90.0 86.6 85.6 91.9 91.7

（自由診療分） 9.8 10.0 13.5 14.4 8.1 8.3

材料費・委託費 22.6 22.9 21.1 21.3 21.2 21.8

給与費 26.3 26.9 53.0 54.5 55.6 56.6

減価償却費 2.8 2.9 3.1 3.5 3.9 3.9

経費 18.1 18.0 19.8 19.8 13.4 13.7

医業利益 30.2 29.3 3.0 0.9 5.8 4.0

経常利益 29.7 28.9 3.9 1.6 5.7 3.9

損益分岐点比率 - - 96.2 98.9 92.6 94.9

*（　）は医療機関数。病院の個人は医療機関数が少ないため表示していない。

*保険診療収益には介護保険収入を含む。

*診療所個人の医業利益、経常利益は院長給与控除前。

*損益分岐点比率は、｛固定費÷（1－変動費率）｝÷売上高で算出すべきであるが、ここでは簡易的に（給与

　費率＋減価償却費率＋経費率）÷（1－材料費・委託費率）で算出。

*個人は、給与費に院長給与が含まれないため損益分岐点比率は適切に計算できない。

法人（534）

病院

（資料）表4　TKCデータ　損益の構成比（2007年4～6月、2008年4～6月）

一般診療所

個人（1,761） 法人（2,446）
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資料３．厚生労働省「最近の医療費の動向（月次版）」の概要 

 

（１）集計の範囲 

審査支払機関（社会保険診療報酬支払基金及び国民健康保険団体連合会）

で処理される診療報酬等の計数（点数、費用額、件数及び日数）を集計し、

報酬の点数を 10 倍して、医療費としている。医療費総額には、医科入院、

医科入院外、歯科及び調剤の医療費、並びに、入院時食事療養及び訪問看

護療養の費用額を含む。 

 

（２）分析結果 

日本医師会が、厚生労働省「最近の医療費の動向 平成 20 年 6 月号」を

用いて、2008 年 4～6 月の医療費動向を分析した。 

2008 年 4～6 月の医療費（総点数）の前年同期比は、病院で＋1.04％、

診療所で▲0.19％であった。一方、歯科＋2.39％、保険薬局＋5.25％とプ

ラス幅が大きかった。１施設当たり医療費の伸びを見ると、昨年、今年と

もに、大学病院で 4％以上伸びている。しかし、公的病院、法人病院では、

今年は 1％台の伸びに止まり、個人病院、診療所ではマイナスであった。 

 

（％）

2007.4-6 2008.4-6 2007.4-6 2008.4-6

病院 1.95 1.04 3.33 2.03

（再掲） 大学病院 4.10 4.58 4.10 4.13

公的病院 1.45 -1.02 2.60 1.82

法人病院 2.74 2.64 2.75 1.94

個人病院 -14.52 -17.26 0.37 -3.23

診療所 2.29 -0.19 1.53 -0.32

歯科 0.02 2.39 - -

保険薬局 8.65 5.25 7.20 3.43

*厚生労働省「最近の医療費の動向」から作成。

1施設当たり医療費医療費総額

（資料）表6　厚労省メディアス　開設者別　医療費の前年同期比

 




